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１．６．３ 試設計による内巻管の構造計算基準の開発 

内巻管に作用する外圧については、「地すべり防止技術指針及び同解説」の鋼構造集水

井を参考とし、設計土圧は主働土圧として考えた。また、地すべり運動に伴い発生する

偏土圧については、同解説では（通常）考慮しないこととなっており、施工後に変形が

予想される場合はラテラルストラットやバーチカルスティフナーで補強することや、明

確な偏土圧が予想される場合は別途考慮することになっている。そこで、偏土圧の考え

方については過去の文献等を調査したが、統一された見解が無く、また考え方も整理さ

れていないことから、偏土圧を明確な荷重として考慮する場合は、過剰設計にならない

ように地すべり活動の有無による判断が必要と考えられた。 

このため、本施工対象の丸山 1 号集水井における外圧条件として次のように設定し、

内巻管に作用する断面力の算出を行った。周辺の地すべり活動は停滞しているものと判

断し主土圧を考慮した。偏土圧については、既に設置されているバーチカルスティフナ

ーの本数から作用土圧を逆算し偏土圧とした。 

内巻管の構造照査については、後述の 1.6.4 のフローリング内巻補強工法の強度試験よ

り、φ1300mm の円環外圧試験によるフローリング内巻補強工法の耐荷能力評価を行っ

た結果に基づき、鋼製リングを引張部材、充てん材を圧縮部材とした許容応力度法に基

づく RC 断面照査により実施した。 

尚、現場実証試験でのフローリング内巻補強工法の仕様は上記の検討により決定した。 

 

     図 1-6-3-2 補強概略図 

    

     図 1-6-3-3 補強断面図 

図 1-6-3-1 荷重概要図 
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１．６．４ 内巻管の構造部材強度試験による構造部材の選定（平成 27～28 年実施） 

1）円環外圧強度試験と梁曲げ載荷試験の検討項目 

引張部材である鋼製リングは 4 分割して集水井内で組み立てる。このため、接合部が 4

か所あり、この部分が構造部材の弱点と想定した。平成 27 年度の検討時は接合部の重ね

合わせ部を 5 本のボルトで結合し、φ1300mm の円環外圧強度試験を実施したが、この

部分の剛性が高くなりすぎたため、接合部の境目に応力集中が発生し、局所的な破壊が

生じた。平成 27 年度の円環外圧強度試験状況を図 1-6-4-1 に示す。 

平成 28 年度検討時に接合部の重ね合わせ部を見直し、ボルト数を 2 本に減らして結合

して円環外圧強度試験を実施した。平成 28 年度の円環外圧強度試験状況を図 1-6-4-2 に

示す。 

 

   
図 1-6-4-1 平成 27 年度円環外圧強度試験実施状況 

 

   
図 1-6-4-2 平成 28 年度円環外圧強度試験実施状況 

 
構造照査においては引張部材を丸鋼として計算している。当初、鋼製リングには凹凸

があり、異形鉄筋のような付着力が期待できると想定し、W100×H150×L1500mm の

梁試験体を使用し、梁曲げ載荷試験により確認を行った。併せて充てん材のコストダウ

ンとして、使用している専用モルタルの配合を見直し、梁曲げ載荷試験による比較を実

施し、鋼製リングの有効断面がどの部分であるか調べるために凹凸部分を一定にし、構

造計算に用いる有効高さの幅を変化させて確認を行った。梁曲げ載荷試験状況を図

1-6-4-3 に示す。 

 

   
図 1-6-4-3 梁曲げ載荷試験実施状況  

拡大 

5 本結合 

2 本結合 
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2）結果 

円環外圧強度試験の結果、接合部を 2 本のボルト結合とした場合、図 1-6-4-4 に示すよ

うに供試体にはひび割れが分散して発生しており、局所的な破壊の発生は解消された。

供試体は局所的な破壊に至らず、断面に均一なひび割れが発生する構造となることを確

認した。図 1-6-4-4 に円環外圧強度試験ひび割れ発生状況を示す。（左図が平成 27 年度実

施供試体、右図が平成 28 年度実施供試体） 

 

  

図 1-6-4-4 円環外圧強度試験ひび割れ発生状況 

 
梁の曲げ載荷試験においては鋼製リングの付着力が同一断面積の異形鉄筋と同程度あ

ることを期待し、各種確認試験を実施したが、鋼製リング梁の耐力は異形鉄筋 D13 仕様

の梁の耐力を上回ることはなく、鋼製リング単体（Case-A）における荷重変位曲線はφ

13 の丸鋼の梁相当であることを確認した。すなわち、鋼製リング梁の耐力計算では、鋼

製リングを同断面積の丸鋼相当と換算して RC 断面計算を行えば良いという結果を得た。

図 1-6-4-5 に梁曲げ載荷試験結果を示す。 

 
図 1-6-4-5 梁曲げ載荷試験結果 
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充てん材のコストダウンとして、使用している専用モルタルの配合を見直し、梁曲げ載

荷試験による比較と鋼製リングの有効断面がどの部分であるか調べるために凹凸部分を変

化させず一定にし、構造計算に用いる有効高さを変化させて、破壊強度が有効高さの幅に

対応しているか確認を行った。図 1-6-4-6 に梁曲げ載荷試験結果を示す。 

 

図 1-6-4-6 梁曲げ載荷試験結果 

 
円環外圧強度試験では、円環の頂部と底部が内側圧縮、外側引張の曲げ破壊を示し、

円環の側方は逆に外曲げ状態で破壊した。（図 1-6-4-7）供試体は破壊に至るまで大きく

変形しており、ひび割れも通常の鉄筋コンクリート構造と同様に分散して発生しており、

脆性的な破壊は生じず、ねばり強い構造であることが示された。このように鋼製リング

とセメント系充填材の複合構造においても鉄筋コンクリート構造と同じ破壊挙動となる

ことが明らかになった。また、構造計算に用いる有効高さ（図 1-6-4-8）においては、有

効高さの幅に対応している破壊強度であることが確認された。 
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図 1-6-4-7 円環の破壊状態  図 1-6-4-8 有効高さを変化させた鋼製リング 

 
以上より、フローリング内巻補強工法はコンクリート構造とみなすことができ、RC 断

面照査においては鋼製リングを丸鋼相当の引張部材、充てん材を圧縮部材として許容応

力度法により対応できることを確認した。 

専用モルタルの配合を見直して、同じ設計強度の早強コンクリートを梁曲げ載荷試験

において確認した。（図 1-6-4-6 中ケース 7）強度は同等であったが、鋼製リングと仕上

がり内面部材のわずか数 mm の隙間には充てんが十分ではなかったため再検討を要する。

本研究開発では試験施工までに十分な時間がなかったことから、試験施工では従来の専

用モルタルを使用した。材料のコストダウンとして今後の検討が必要である。 
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１．６．５ 内巻補強工法の施工管理・安全管理・品質管理基準の策定 

1）背景 

 既存集水井は何らかの要因（地すべり外力、移動、施工）で変形、変位している場合

が多い。これが、施工時変位か経年の外力に起因しているのか把握することは困難であ

る。しかし、集水井内の腐食、昇降設備、集水・排水施設付近の変位が大きい場合や補

強材の設置位置、変形状況の把握は補強工事を施工する際の材料加工にとって必要な情

報となる。 

 
2）3D スキャナーによる形状測量 

集水井は、測量対象が狭小高所となり従前の測量器具では測量が困難且つ正確にはで

きず、補強部材を製作するために mm 単位で測量が必要となる。今回は、平成 27 年度に

外部形状を確認するための実施した 3D 測量で形状把握を行った。 

 
3）測量方法 

図 1-6-5-2 

3D スキャナー（ライカ社） 

 
左図のように井筒内に足場を設

置し最下段より無人で 3D スキ

ャナーで測量した。 

  図 1-6-5-1 3D 測量作業計画図 

                    

図 1-6-5-3 

測量状況（リモート） 

  



様式 1 

27 

 

4）測量結果 

 

       図 1-6-5-4 内径図面         図 1-6-5-5 偏心状況 

 
集水井内の点群を基に任意の深さ別に内径図面を作成した。（図 1-6-5-4）また、縦方

向では基準線を決めて点群データを追うことで集水井の偏心を確認した。（図 1-6-5-5）

これらの点群データを使用して任意の部材間距離や変形を必要に応じて確認できること

を確認した。 

 以上の 3D スキャナー測量によって補強施工の伴う設計計画、部材の切り出し、施工計

画などを実施した。 
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バーチカルスチフナー

固定バンド

@1.0ｍ

ひずみゲージ

取付位置

データロガー

CH00

光波測距儀

15ｍ

CH01

CH02

CH03

CH04

１．６．６ 実証施工集水井の選定(平成 27 年～28 年実施) 

平成 27 年度に現場調査を実施し対象となる集水井を選定した。平成 28 年 8 月に丸山

1 号集水井のバーチカルスティフナーの固定金具を一部撤去した際のひずみ測定、光波測

距、3D スキャナー測量により確認した。 

1）ひずみ測定 

ひずみゲージを補強リング 3 段目（CH01）及びバーチカルスティフナーの CH01 近傍

（CH03）などに取り付け、固定バンド撤去時のバーチカルスティフナーの挙動を確認し

た。引張側に 40μm のひずみが生じており、その他の箇所は 20μm のひずみを観測し、

非常に微小なひずみ程度であった。図 1-6-6-1 に測定方法と挙動を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1-6-6-1 ひずみ測定方法と挙動 
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2）光波測距測定 

光波測距儀を地上に設置して、1 段目から 5 段目までの補強リング間にシートプリズム

を貼付し距離を測定した。その結果、3 段目及び 4 段目の固定バンドを撤去した際の 2

～3 段目までの距離が、4mm 短く測定された。その他の箇所は 0～2mm 程度の測定結果

となり、測定誤差範囲内の微小な動きとなった。図 1-6-6-2 に測定状況と結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1-6-6-2 光波測距による測定状況と結果 
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3）3D スキャナー測量 

3D スキャナーを地上に設置して、3D スキャナーからの距離がバーチカルスティフナ

ー固定バンドの撤去前・後で変化するかを調べた。地上より 0m・1m の断面では変化は

なく、地上より 2m の断面で撤去前・後で北南方向 1mm、東西方向 2mm の変位、地上

より 3m の位置で北南方向 1mm 東西方向 0mm と測量誤差範囲内の結果となった。図

1-6-6-3 に測量状況と結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1-6-6-3 3D スキャナー測量状況と結果 

 
1）~3）の測定結果よりバーチカルスティフナーのひずみ量は最大で 40μm と微量であ

り、光波測量での変位は 1~4mm で大きな動きはなかった。また 3D スキャナーで測量し

たが、集水井全体の変位は発生していない。したがって撤去しても安全とみなし、バーチ

カルスティフナーの全撤去を行うこととした。 
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１．６．７ 補修・補強設計施工ガイドラインの作成 

試験施工結果に基づきガイドラインを作成する。また平成 29 年度 農業農村工学会大

会（神奈川大会）に於いて集水井補修に関する企画セッションにて報告した。当事業の

成果発表並びに、専門家の意見を踏まえてガイドラインを作成した。 
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１．６．８ フローリング内巻管補強工法の現場実証施工（平成 28 年度実施） 

1）目的 

フローリング内巻補強工法は、腐食により維持管理作業が困難な集水井を対象とした

補強工法であり、現状の集水井を外型枠として利用し、その内側に鋼製リングと硬質塩

化ビニル製の表面部材を組み合わせた内型枠を組み立て、その間を高流動充てん材で間

詰めすることにより一体的な井筒を形成する。施工前の状況を図 1-6-8-1、施工後の状況

を図 1-6-8-2 に示す。 

 

図 1-6-8-1 施工前 
 

図 1-6-8-2 施工後 

 
2）施工 

（1）施工フロー 

フローリング内巻補強工法を施工する際の施工フロー図を図 1-6-8-3 に示す。 

 

図 1-6-8-3 施工フロー図 
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（2）施工手順 

各手順の説明を以下に示す。 

1.既設集水井洗浄工 

既設集水井を高圧洗浄する。 

 

図 1-6-8-4 高圧洗浄状況 

 
2.鋼製リング組立工 

内側・外側の鋼製リングをそれぞれ@250mm の間隔で組み立てる。 

 

図 1-6-8-5 鋼製リング組み立て状況 

 
3.かん合・表面部材組付工 

組み立てた鋼製リングにかん合部材を組み付け、仕上り及び内型枠となる表面部材を

組み付ける。 

  
図 1-6-8-6 かん合・表面部材組み付け状況 
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4.裏込め充てん工 

地上プラントで混練する。 

 
図 1-6-8-7 混練状況（地上プラント） 

 
充填材のフロー値を確認する。フロー値規格は 300±30mm とする。 

 
図 1-6-8-8 フロー値確認状況 

 
ライナープレートと表面部材の間に高流動充てん材を充てんする。1 日約 1.5m の打設

高さで施工が可能であった。 

 
図 1-6-8-9 充てん状況 
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3）工程 

 施工は平成 28 年 11 月から 12 月に実施した。 

 
4）品質管理 

 品質管理項目は現場モルタルフロー試験およびモルタル圧縮強度試験（材齢 28 日）で

ある。 

 
5）出来形検査 

 出来形検査は深さ方向に 5m 間隔で補強厚みを 4 か所、延長 4 か所を測定した。現場実

証施工における規格を表 1-6-8-1 に示す。 

 
表 1-6-8-1 出来形検査規格 

項目 規格 

補強厚み 設計値と実測値の差が 0mm 以上、100mm 以下 

延長 設計値と実測値の差が 0mm 以上、100mm 以下 

厚み測定の結果を表 4-8-2、延長測定結果を表 4-8-4 の竣工時欄に示す。 

 
表 1-6-8-2 補強厚み測定結果             （mm） 

測定位置 厚み① 厚み② 厚み③ 厚み④ 平均 設計値 差 

1.0ｍ 150 155 155 150 152 130 ＋22 

7.0ｍ 150 150 160 150 152 130 ＋22 

14.0ｍ 140 140 150 160 147 130 ＋17 

 
6）フローリング内巻補強工法追跡調査 

 現場実証施工実施 1 年後の平成 29 年 12 月に対象集水井の追跡調査を行った。内径測

定・延長測定を行い、1 年前の竣工時と比較したところ大きな変異は見られなかった。

また目視にて現況を確認し異常のないことを確認した。測定結果を表 1-6-8-3、4 に測定

位置および状況を図 1-6-8-10～12 に示す。 

表 1-6-8-3 内径測定結果         （mm） 

測定位置 X 方向 Y 方向 平均値 竣工時 竣工時との差 計画値 

1.0m 2,648 2,650 2,649 2,649 ±0 2,654 

7.0m 2,652 2,643 2,647 2,648 －1 2,654 

14.0m 2,648 2,648 2,648 2,648 ±0 2,654 

 

表 1-6-8-4 延長測定結果       （mm） 

測定位置 実測値 竣工時 竣工時との差 計画値 

H1 14,600 14,620 －20 14,580 

H2 14,640 14,630 －10 14,580 

H3 14,580 14,580 ±0 14,580 

H4 14,560 14,580 －20 14,580 
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図 1-6-8-10 測定位置 

 

 

図 1-6-8-11 施工後 1 年の状況 

 

図 1-6-8-12 測定状況 
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２ 事業の成果 

２．１ 成果の内容 

1）集水井の施工環境及び健全度調査手法の開発 

機能保全の手引きにおける日常点検、概査、詳細調査に基づいて現場で安全かつ簡単

に概査と詳細調査の間のレベルにおいて機能診断を行い、補修・補強の選択が行える評

価手法を開発した。また補強・補修の際に参考となる現場周辺の環境モニタリングとし

て、地すべり地帯の代表的な集水井において長期にわたる無人観測を実施して、集水井

内の水質、湿度、鋼材の腐食度を調査することも必要であり、調査法の一部として整理

した。 

 
2）作業困難集水井に対する補強工法の開発 

（1）設計方法の確立 

新設の鋼製集水井の構造計算は静止土圧を外圧としており、この外圧に耐えうるよう

にライナーの厚みと補強リングの強度を決定する方法である。一方既設集水井内にはバ

ーチカルスティフナー、ラテラルストラットが設置されている場合もあり、補強工法と

して設計する場合においては既設の構造と同程度の強度を確保する必要があった。従来

の静止土圧に加えて、バーチカルスティフナーが分担する作用荷重を偏土圧として考慮

することで構造計算を行う方法を提案した。 

 
（2）構造体の確認 

本事業で開発する補強工法は、下水道の更生工法として実績のあるフローリング工法

が基礎である。地すべり地帯では、静止土圧に加え偏土圧が作用すると考えられるため

集水井の構造として要求機能を満足しているか確認する必要があった。φ1300mm の円

環供試体 3 体の外圧強度試験を実施して破壊モードを解明した。また要素試験として梁

供試体 20 体の梁曲げ載荷試験を実施して、構造部材の機能を確認した。 

 
（3）施工方法の確立 

安全作業を行うためには、外部からの調査が好ましい。本事業では 3D スキャナーを

用いて集水井内の測量を行い、設計のためのデータを採取した。この方法により、施工

後の出来形確認にも応用できることを確認した。 

 
（4）安全施工の確認 

集水井内にはバーチカルスティフナーが設置しているため、施工前に撤去する必要が

あった。撤去方法を検討するため、バーチカルスティフナー固定バンドを切断しながら、

鋼材に発生するひずみ、光波測距、3D スキャナー、目視で詳細な変状観測を行った。

この結果固定金具を切断しても変状が認められないことが確認できたので、施工前にす

べてのバーチカルスティフナーを撤去して安全に施工することができた。これらも施工

における留意事項としてマニュアルには記載して整理した。 

 
（5）実証施工 

本工法は型枠支保工が不要なため、狭い空間の集水井内でも安全に作業を行うことが

できる。そのため内型枠である表面部材に負担がかからないようにモルタル充てん量を



様式 1 

40 

 

調整する必要がある。このため事前にモルタル充てん高さの確認を行い、1.5m 打ちあ

がり高さで管理することにした。このため全長 15m に対して 15 サイクルの工程で施工

を行い、全行程は 32 日で完了した。 

 
（6）ガイドラインとしてのまとめ 

本事業の課題である集水井の施工環境及び健全度調査手法の開発については「集水井

の調査・診断マニュアル」に、作業困難集水井に対する補強工法の開発については「集

水井の補修・補強工法に関する設計・施工・歩掛（例）」としてまとめた。 

 
3）作業が容易な集水井に対する低コスト補修工法の検討 

既存工法の資料を収集してまとめた。 

 

  
２．２ 目標の達成度 

２．２．１ 成果から得られる効果 

集水井の機能診断に基づき、その性能低下に応じた補修・補強を行うための基礎資料

を作成した。また、広い範囲の性能低下に対応可能な内巻補強工法の設計、施工方法を

開発するとともにその設計・施工マニュアルを作成した。本研究開発で開発した内巻補

強工法の特徴はバーチカルスティフナーやラテラルストラットがあっても最小限の補

強厚みで集水井の内巻きを施工することができる点にある。当工法を行うことで集水井

の機能が回復して、集水井本来の目的である集水・排水が安全に確保することができる。

また当工法で採用した点検梯子は合性樹脂製で錆びないため、施設管理者は安心して使

用することができる。 

 
図 2-2-1-1 フローリング内巻補強工法 
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２．２．２ 従来技術との比較 

1）比較する従来技術 

「地すべり防止施設の機能保全の手引き ～抑制工編～」巻末資料において集水井本

体工の補強工法として直径 3m のライナープレート集水井に直径 2.5m のライナープレ

ートで内巻施工の事例がある。施工例は補強リング、バーチカルスティフナーがなく、

施工において比較的クリアランスを大きく取ることができる施工事例であった。当工法

では補強リング、バーチカルスティフナーがあり条件が大きく異なる。そこで巻末資料

施工事例として掲載されている、集水井を埋戻し、再施工して集水および排水ボーリン

グを実施する同位置同径工法と比較する。この工法では集水ボーリングおよび排水ボー

リング、昇降設備も新たに作り直す必要があると記載されているため、標準的な集水ボ

ーリング、排水ボーリングの延長を 50m とした。集水ボーリングの本数は、直径 3.5m

では 5〜10 本と考えられるので 7 本施工とした。 

 
2）従来技術に対する優位性 

新技術が適用されるのは 30 年以上前に施工された、老朽化した集水井が対象となる。

本事業においても既設直径 3m の集水井内に補強工法を実施した。当時は直径 3m の集

水井が主流であるが、近年はボーリングマシンの大型化に伴い、集水井の直径が 3.5m

以上に変遷している。現在入手できるのが直径 3.5m の集水井の施工費用であるため、

既設 3.5m の集水井内にフローリング内巻補強工法を実施した場合のコストを示す。表

2-2-2-1 に施工条件を示す。 

表 2-2-2-1 施工条件 

項目 従来技術 新技術 

直径 3.5m 3.5m 

深さ 15m 15m 

埋戻し 砂（バックホー使用） － 

 
（1）経済性 

新技術では従来技術に比べ材料費が 2.6 倍になるが、集水管、排水管をそのまま利

用できる。従来工法で新規に集水・排水ボーリングを行うと、従来技術のトータルコ

ストの 91％となる。  
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表 2-2-2-2 従来技術との比較（施工費）     （円） 

工種  
従来技術 新技術 

m 当たり 小計 m 当たり 小計 

埋戻し工         

144m3 48,000 720,000 0 0 

本体工         

施工費 600,000 9,000,000 707,000 10,605,000 

材料費 380,000 5,700,000 1,151,000 17,265,000 

集水ボーリング工         

洗浄工 

50m×14 本＝700m   

 

445 

 

311,500 

上段 50m×7＝350m 20,000 7,000,000 0 0 

下段 50m×7＝350m 20,000 7,000,000 0 0 

排水ボーリング工       

50m 30,000 1,500,000 0 0 

合計   30,920,000   28,181,500 

 
（2）工程 

従来技術が埋戻し工と本体工で 38 日かかるのに対して、新技術では 32 日である。

さらに従来技術では集水・排水ボーリングに 60 日かかるためトータルでは従来技術の

32％となる。 

表 2-2-2-3 従来技術との比較（施工日数） 

工種  
従来技術 新技術 

日 日 

埋戻し工     

144m3 2          0 

本体工 36 31 

集水ボーリング工     

 洗浄工  1 

上段 50m×7＝280m 27          0 

下段 50m×7＝280m 27          0 

排水ボーリング工     

50m 6          0 

合計 98 32 
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その他の項目は以下の通り。 

表 2-2-2-4 従来技術との比較（その他） 

 従来技術 新技術 

（3）品質 鋼製のため錆びる可能性があ

る。 

硬質塩化ビニル製で品質は向

上する。 

点検梯子も合成樹脂を採用し

ており、錆びる可能性はない。 

（4）安全性 ラテラルストラットがある場

合は埋戻し後再掘削する場

合、安全管理の基準が必要に

なる。 

ラテラルストラットを撤去し

なくても施工が可能である。 

（5）施工性  本体のみの施工日数は従来工

法の 86％で向上する。 

（6）周辺環境への影響 特になし 特になし 

 

 
２．３ 成果の利用に当たっての適用範囲 

当工法の特徴は、すべての部材が人力で運搬できることから、特に山間部などの交通

の不便な場所においては、大規模な仮設道路設置などが不要である。 
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３ 普及活動計画 

３．１ 想定される利用者 

 地すべり等防止法で示される施工管理者（各都道府県）第 2 章、第 7 条による。 

 
３．２ 利用者への普及啓発等の方法 

1）本事業成果における「集水井の調査・診断マニュアル」並びに「集水井の補修・補

強工法に関する設計・施工・歩掛（例）」のホームページ上での配布 

2）農業農村工学・地すべり学会等の各学会発表または、学会誌への投稿 

3）当事業での新技術研究開発組合参加企業各々の PR 活動 

以上によって、「インフラ長寿命化計画（行動計画）」の実施に伴う各都道府県への

広報活動を行うとともに、施工実績を積む。 

  
３．３ 利用者に対するサポート体制、参考資料等 

事業の最終目標とした「集水井の調査・診断マニュアル」、「集水井の補修・補強工法

に関する設計・施工・歩掛（例）」を当事業の新技術組合各社のホームページに掲載す

る。また、農林水産省・官民連携新技術研究開発事業のホームページや ARIC のデータ

ベースの掲載を活用し、各都道府県地すべり施設維持管理担当者が必要とした場合には

速やかに入手・参考とすることが出来るように整備する。官民連携新技術研究開発事業

参加企業担当者がこれをフォローする。 

1）集水井の調査・診断マニュアル 

「地すべり防止施設の機能保全の手引き ～統合版～」（平成 29 年 3 月 農林水産

省）、「斜面対策工維持管理実施要領」（一般社団法人 斜面防災対策技術協会）などの

調査・診断の手引きが発表されているが、専門的で一般管理者の個人評価差が生じや

すく客観的機能診断が求めにくいことから、熟練技術者の診断によらず、一般管理者

が行っても平坦な診断ができるような点検法・検査法・診断表を提示することを目的

とする。 

 
2）「集水井の補修・補強工法に関する設計・施工・歩掛（例）」 

「地すべり防止施設の機能保全の手引き～統合版～」には集水井の補修・補強工法

（機能回復工事例）として、 

（1）ライナーin ライナー工法（φ3m → φ2.5m、充てん材＝砕石） 

（2）ライナーin 重防食ライナー（φ3.5m → φ3m、充てん材＝栗石） 

（3）同位置同径再掘削工事（ライナー → ライナー） 

以上の工法が提案されているが、いずれも同年経年した時には現状と同じ問題が発

生することが想定される。その場合の集排水機能を考慮すれば安全な状態にして放棄

することも考慮する必要があるが、本事業では、「ライナーin コンクリート内巻」を

原則として残存するライナーの構造耐力は考慮しないものとして工法の提案を行っ

た。また、本工法の設計・施工・施工歩掛を提示することでライフサイクルコスト（以

下 LCC）を考慮したこの機能回復の比較検討を可能とした。 
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1. LCC 試算 

「ライナープレート集水井の腐食調査事例から考える集水井の維持管理」（㈱興和

など、日本地すべり学会誌）から 

①ライナープレート集水井の板厚の設計において腐食代の概念は採用されていない 

②集水井としての工法が確立した昭和 40 年以前から亜鉛メッキ処理されていた記録

もあるが、確認はとれない。現在はメッキ処理が主流 

③補強材のメッキ処理は平成 5 年以降である 

④当技術報告書集水井では 

腐食速度＝腐食厚/経過年数 

＝0.057mm/y （深度 2.0m） 

＝0.059mm/y （深度 3.0m） 

⑤一般鋼矢板水路水面付近 

腐食速度＝0.052mm/y 

⑥昭和 40 年以降の亜鉛メッキ（両面 900g/m2）のもので耐用年数は 15～18 年 

などの報告があり、ライナープレート製集水井の耐用年数を 20 年として LCC を算

定する。 

 
2.鋼製集水井の LCC の概念 

鋼製集水井の LCC の概念を図 3-3-1 に示す。 

 

集水井の

LCC 

 

 

建設 共用  内巻補強 

地すべり地の

集水機能 
     

集水井機能 管理 

調査・計画 

建設 管理→ 

調査→ 

パイプ 

洗浄→ 

パイプ洗浄 

本体内巻 

排水機能  良好 不良 回復 不良→回復 

管理者の安全

／費用 
 建設費 維持管理費→ 

調査費→ 

洗浄費  

第三者の安全

／費用 

防護柵、天

蓋の管理 

建設費 維持管理 

・点検費→ 
  

図 3-3-1 鋼製集水井の LCC の概念 

 
ここで、2.2.2 で従来技術として示した同位置同径再掘削工事と本研究のフローリ

ング内巻補強工法の LCC 比較を行う。 

 
3. LCC 比較 

同位置同径再掘削工事とフローリング内巻補強工法の LCC 比較を以下の条件にて

行い、表 3-3-1 に LCC 比較を示す。 
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①同位置同径再掘削工法は実施後もライナープレート製となるので耐用年数は 20 年

とする。 

②フローリング内巻補強工法は下水道基準では耐用年数を 50 年として考慮 

③社会的割引率は考慮しない。 

④補強工事にかかる経費のみの LCC 比較 

⑤補強後の維持管理費用は同等とする。（集水井本体に関する維持管理費） 

 
表 3-3-1 LCC 比較            （円） 

工種 従来技術（同位置同径） 新技術 

深さ＝15m m 当たり 計 m 当たり 計 

埋戻し工 48,000 720,000   

掘削・ライナー組立工 600,000 9,000,000 707,000 10,605,000 

ライナー材料費 380,000 5,700,000 1,151,000 17,265,000 

小計  15,420,000  27,870,000 

洗浄工 50m×14 本＝700m    311,500 

集水ボーリング 

50m×7＝350m 
20,000 7,000,000   

集水ボーリング 

50m×7＝350m 
20,000 7,000,000   

排水ボーリング 50m 30,000 1,500,000   

合計  30,920,000  28,181,500 

LCC 比較     

（本体工のみ） 建設費／年 更新総費用 建設費／年 更新総費用 

20 年 771,000 15,420,000   

40 年 771,000 30,840,000   

50 年 771,000 38,550,000 563,630 28,181,500 

LCC 比較     

（ボーリング含む）     

20 年 1,546,000 30,920,000   

40 年 1,546,000 61,840,000   

50 年 1,546,000 77,300,000 563,630 28,181,500 

以上の表より 

 耐用年数 50 年として、年間に掛かる更新総費用は、集水井本体工のみの LCC 比

較では、年間（563,630/771,000）×100≒73％となり、集・排水ボーリング工を含

めると（563,630/1,546,000）×100＝36％となる。 

また、50 年後の更新に掛かる総投資金額は、 

（集水井本体のみ） 

  28,181,500－38,550,000＝－10,368,500 

（集水・排水ボーリング含む） 

  28,181,500－77,300,000＝－49,118,500 

となり、新技術のほうが安くなる。 
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３．４ 特許・実用新案等の申請予定 

 現状の工法では特になし。 

４ 研究総括者による自己評価 

 

審査の 

ポイン

ト 

着眼点 申請時計画目標注１ 自己評価注２ 
自己評価 

の理由注３ 

目標の 

達成度 

・効果 

（従来技術に対

する優位性） 

・同位置同径工法

に対する工程の短

縮 

Ａ：優れている 

Ｂ：概ね妥当 

Ｃ：不十分 

・ 本 体 工 で

86％ 

・信頼性 

（品質、精度、安

全性、耐久性等） 

・耐久性の向上 

・工事の安全性 

Ａ：優れている 

Ｂ：概ね妥当 

Ｃ：不十分 

・鋼製の耐用

年数20年に対

しコンクリー

トは 50 年で

2.5 倍 

・集水井内支

保工を残置し

たまま施工が

可能 

・適用範囲・適用

条件等 

・山間部での適用 

・既存集水ボーリ

ングを活かすこと

ができる 

Ａ：広範囲に適用 

Ｂ：概ね妥当 

Ｃ：限定的 

・資材運搬は

人力も可能 

・管口処理で

対応可能 

普及の 

可能性 

・想定される利用

者への普及啓

発の方法 

・ARIC の NNTD に登

録（事業終了後） 

Ａ：十分な利用が見込まれ

る 

Ｂ：概ね妥当 

Ｃ：限定的 

・技術情報が

充実している 

・利用者に対する

サポート体制 

（設計・積算・施

工等の参考資料、

相談窓口等） 

・土木工事地すべ

り防止施設に登録 Ａ：十分に整備されている 

Ｂ：概ね妥当 

Ｃ：改善が必要 

・同上 

総 合 コ

メント 
注４ 

3年間という時間的制約の中で、集水井の「フローリング内巻補強工法」の実施

工を実施できたことは、集水井の維持管理工法の選択肢が一つ増えたことになる

。 

集水内の腐食環境を考慮すると鋼材よりもコンクリートのほうが耐用年数は長

い。今後は、集水井補強工法としての完成度を高め、集水井の付帯安全施設につ

いての部材提案も含め、工法の改良が必要となる。 

注１）成果報告書に記載の研究開発目標を記載する。 

注２）評価結果欄は、Ａ・Ｂ・Ｃのうち「Ａ」を最高点、「Ｃ」を最低点として３
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段階で記入（○付け）する。 

 注３）自己評価の理由を記載する。 

 注４）総合的なコメントを記載する。 

 
５ 今後の課題及び改善方針 

 本研究開発で開発したフローリング内巻補強工法および集水井の機能診断方法に関す

る今後の課題と改善方針について以下に示す。 

 
1）既設集水井の設計手法の明確化 

 ライナープレート製集水井へのバーチカルスティフナー、ラテラルストラット等の補

強部材の設計法については不明確な点が多く経験的な背景に基づく部分も多い。既設集

水井の補修・補強を安全かつ効率的に行うためには、対象とする集水井の設計思想・方

法を理解することが必要不可欠であり、現在の設計手法を整理するとともに、経験的な

部分を順次高度化する必要がある。 

 特に、集水井に作用する偏土圧については不明な点が多く、今後もデータの収集と設

計値の検討が必要である。 

 
2）新工法の高度化 

 今回の実証試験から、フローリング内巻補強工法は 1 日 1.5m の立ち上がり施工が可

能であり、内部が複雑な集水井に対しても高い施工性が得られることがわかった。しか

し、付帯する細部工事（集水・排水管口の手当、ウィープホールの設置、湧水地点の補

修等）に関しては予想外の施工の困難さと時間がかかった。付帯設備、環境条件は個々

の集水井により大きく異なることが考えられるため、今後は様々な条件に対応した施工

方法の確立が必要と考える。 

 
3）新工法の低コスト化 

 新技術の低コスト化を行うために以下の検討、改良が必要と考える。 

（1）既設集水井の残存耐力を考慮した断面設計 

既設集水井の残存耐力を考慮することにより、フローリング内巻補強工法の補強厚み

と鋼製リングの使用量を減少させることが可能と考える。これらの鋼製材料を減少させ

ることにより低コスト化が可能と考える。 

（2）リフト高を大きくする 

現状のリフト高は 1.5m であるが、これをより高くすることにより施工日数およびコ

ストを減少させることが可能である。 

 
4）点検用梯子の改良 

 本文では述べなかったが、点検用梯子の施工は最も困難であり、時間も費やされた。

本体施工ではないが、点検用梯子の改良が必要と考える。 

 

 
5）経済性の改善 

従来技術との比較において集水ボーリングを考慮しない場合、費用は 1,542 万円で新技
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術は 2,786 万円になる。コストだけを考えた場合 45％コストダウンが必要になる。そこで

低コスト化の各項目を実施した場合の試算を表-5-1 に行った。 

 
表-5-1 コストダウンした場合の試算 

項目 C/D（％） 
全体に占める割

合（％） 
備考 

残存耐力を考慮した断面設計 24 24 断面を 54％削減 

モルタルの改良 50 8.5 
改良した場合施工性に難

がある 

リフト高改善 5 0.2   

点検梯子見直し 8.6 4.3 
従来のらせん式を使用す

れば錆びる問題がある 

合計   37   

コストダウン 45％の目標に対して 37％まで可能と考えるが、施工事例を増やしながら

検証する必要がある。特にモルタルの改良の場合施工性の確認は可能であるが、品質の確

認においては長期間の暴露試験が必要であるので徐々に改善することが望ましい。一方新

技術はすべての材料を重機なしで運搬することができるので、狭隘地において材料運搬が

困難な場合の仮設費用を大幅に削減することができる。施工費用については今後様々な条

件下で施工して検証する必要がある。 

 
6）「調査診断マニュアル」「設計・施工・歩掛（例）」の改良・改善 

「調査診断マニュアル」については、全方位カメラを用いた調査で、従来のカメラつりさ

げ調査にくらべ鮮明な画像を得ることがわかってきた。調査事例を増やすことでマニュア

ルを充実させることができると考えられるので、新たな情報が得られた場合更新を行う。 

また「設計・施工・歩掛（例）」においてもコストダウンの検証を行い改善が見られた場合

更新する。 

 
7）施工時の安全対策について 

バーチカルスティフナー撤去時の安全対策について次の 3 つを提案する。 
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バーチカルスティフナー撤去時の安全対策（案） 

 
①ワイヤー式変位計の使用 

井筒とバーチカルスティフナーにマグネット等を使用してワイヤー式変位計を設置す

る。ワイヤー式変位計のワイヤーを有効長さの半分まで引き出し、正負方向の変位に追

従できる状態で設置する。 

異常な変位が測定された場合、警告灯や警報が発動するよう設定しておき、非常時に

退避できるようにする。 

 
ワイヤー式変位計の使用例（イメージ） 

課題： 

・変位量のしきい値を設定する必要がある。 

・データロガー等の計測機器から警告灯や警報を発動させるプログラムが必要である。 

 
②光電センサーの使用 

バーチカルスティフナー両端の井筒よりブラケット等を使用して光電センサーを設置

する。異常な変位が現れた場合、バーチカルスティフナーが光電センサーのレーザー光

に触れる。 

この異常を検知させて、警告灯や警報を発動し、非常時に退避できるようにする。 

 

光電センサーの使用例（イメージ） 

課題： 

・変位時、レーザー光に触れるまでの離隔を設定する必要がある。 

・バーチカルスティフナーより内側に設置する必要があり、スペースを要する。 
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③機械的な安全策 

撤去されるバーチカルスティフナーを地上よりクレーンや三脚に設置したチェーンブロ

ック等で吊り上げ、異常な変位を抑制する。 

 
吊り上げ策の例（長谷川工業株式会社 HP より） 

 


